
参考資料１

１

官公需における価格転嫁の取組（高知県）

１ 庁内通知（令和７年１月、10 月、12 月 総務省通知にもとづき通知）

適切な価格転嫁に向けて、県の契約における留意事項を県庁内の各部局に通知。

（内容）・需給の状況、原材料費及び人件費等の最新の実勢価格等を踏まえた適切な予定価格の作成

・最低制限価格制度や低入札価格調査制度の適切な活用（請負の契約に係る入札の場合）

・受注者から契約金額の変更について申出があった場合、受注者と協議を行い、契約変更の可否を迅速かつ適切に判断し対応

・最低賃金の改定や資材価格の高騰など、実勢価格の変化に応じた契約期間中における契約金額の変更を適切に実施 等

２ 「公共調達による地消地産推進戦略」（令和７年 10 月策定・公表）

・県際収支の改善を目的として、公共調達における県産品の採用及び県内事業者の育成の推進に関する戦略を策定。

・この戦略において、県が価格転嫁の受入れに率先して取り組むことを明記。

（概要資料抜粋）


